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上場維持基準の適合に向けた計画 

 
 

当社は、2022年11月末時点において、スタンダード市場における上場維持基準に適合しない状態

となりました。下記のとおり、上場維持基準の適合に向けた計画を作成しましたので、お知らせい

たします。 

 

記 

 

１. 当社の上場維持基準の適合状況及び計画期間 

当社の2022年11月末時点におけるスタンダード市場の上場維持基準への適合状況は、以下の

とおりとなっており、流通株式時価総額については基準を充たしておりません。当社は、下記

のとおり上場維持基準の適合に向けた計画書を作成いたしましたのでお知らせいたします。 
 

 株主数 流通株式数 
流通株式 
時価総額 

流通株式比率 

当社の状況 
(基準日時点) 

1,688人 12,680単位 9.52億円 37.9％ 

上場維持基準 400人 2,000単位 10億円 25.0％ 

計画期間 － － 2024年11月末 － 

※適合状況は、東京証券取引所が基準日時点で把握している当社提出の｢株券等の分布状況

等｣をもとに判定を行ったもので、流通株式時価総額は、流通株式数に、当事業年度の末日以前

３ヶ月間の日々の終値の平均値を乗じて算出しております。 

 

２.上場維持基準の適合に向けた取り組みの基本方針 

当社はスタンダード市場の上場維持基準に適合するため、流通株式時価総額10億円を目指し

ております。そのために、当社は持続的な成長と企業価値向上を目指し、流通株式時価総額の

向上を図ってまいります。 

 

３.課題及び取り組み内容 

当社は流通株式時価総額が9.52億円となり、10億円以上とする上場維持基準を下回りまし

た。 

この課題への取り組みとして、まず、①「業績の向上」に取り組み、②「ＩＲ活動の強化」

を行うとともに、これらでは不足する場合には、さらなる③「流通株式数の増加」に取り組ん

でまいります。 

 

  

 



 

 

① 業績の向上 

当社では、流通株式時価総額が基準を下回った最も大きな要因は、当社の業績低迷に伴う

株価の下落によるものと考えております。2022年11月期においては当期純利益１億26百万円

を計上しましたが、それ以前はコロナ禍の影響も加わり３期連続で当期純損失を計上してお

りました。一方、2023年11月期は、売上高3,490百万円(前期比106.1％)、営業利益149百万円

(前期比131.8％)、当期純利益128百万円(102.1％)を計画しており、収益の向上に努めてまい

ります。 
 

■ 事業計画                           （単位：百万円） 

 2022年11月期実績 2023年11月期計画 

金 額 構成比 金 額 構成比 前期比 

売 上 高 3,290 100.0% 3,490 100.0% 106.1% 

営 業 利 益 113 3.4% 149 4.3% 131.8% 

当 期 純 利 益 126 3.8% 128 3.7% 102.1% 

 

業績向上は、株価形成の根本をなすものであり、当社では収益の２本の柱となるフィッ

シング事業とアウトドア事業において、以下の施策により収益性の強化に取り組んでまい

ります。 

なお、2023年11月期の業績が確定し決算発表が行われるのが2024年１月となります。そ

のため計画期間については、2023年11月期の業績が確定し、株価にも反映される期間を踏

まえて、2024年11月末としております。 

 
 

＜フィッシング事業＞ 
 

（１）組織体制の見直し 

近年、特に釣用品に関しては、ＳＮＳや動画を活用した宣伝、販売促進活動が、プロ

モーションの効果の成否を分けるようになりました。当社では、宣伝及び販売促進活動

をより強固なものとするため、2022年12月１日より開発とプロモーションを担う部署と

営業に特化とした部署とに切り分けた組織体制に変更しました。作り手としての魂を直

接消費者に伝えられる体制となるほか、様々なメディアを連携した効果的なプロモーシ

ョン活動を行ってまいります。 
 

（２）プロモーション体制の強化 

組織体制の変更と共に、ＳＮＳや動画サイトを中心としたプロモーション強化のた

め、2023年11月期においてはルアーカテゴリーのファン数を３割増加させる目標を定め

るなど、各カテゴリーに応じた計画を立案しています。また、当社のフィッシング事業

においては全国各地のフィールドのスタッフからの情報発信においても、より強固な体

制となるべく体制を強化いたしました。 
 

（３）スクール･イベントの強化 

当社は、フライフィッシングの分野において国内最大シェアを持ちますので、参加人

口の拡大が収益向上に連動します。また、この釣りジャンルにおいては、道具の使い方

のレクチャーを行うことが参加人口の定着率を高めます。業界のリーダーである当社の

フライフィッシングスクールの活動が参加人口増加に寄与し、ユーザー数の増加に繋が

ることから、2023年11月期においてはスクール講師を２倍に増強し、受講生増加に対応

する計画となっております。その他、インターネットの動画サイトによるレクチャーの

実施など、参加人口増加に向けた取り組みを行っております。 



 

 

 

（４）取り扱い強化店の増加 

当社商品の得意先取引店の増加及び新規開拓により、2023年11月期においては、取り

扱い強化店を現在よりも10％以上増加し、得意先の販売網を強化する計画であります。

また、店頭における当社商品のイベントの開催やキャンペーン企画等を強化し、より消

費者との接点を増やし、得意先の増加とともにファン層の獲得に努めてまいります。 

 

＜アウトドア事業＞ 
 

（１）オンライン販売の強化 

当社のアウトドア事業においては、オリジナルアウトドア衣料ブランド「フォックス

ファイヤー」を取り扱っています。2023年11月期においては、ＥＣサイトのプロモーシ

ョン強化のほか、売り機会損失を減少させることにより、同ブランドにおける自社ＥＣ

サイトにおける販売を２割増として計画しており、ブランド全体におけるＥＣの売上比

率を高めていく計画です。 
 

（２）ポイント会員数の増加 

2021年にフォックスファイヤーのポイント会員制度をリニューアルしました。会員数

は初期増加期にあたり、2023年11月期においては会員数を５割増加とする計画でありま

す。これによりＣＲＭ(Customer Relationship Management)をさらに強化して、お客様

に向けたサービス向上とリピート率、セット率の向上に努めてまいります。 
 

（３）利益率の改善 

コロナ禍においては販売が低迷し、商品の消化率の低下を解消するため、割引販売を

増やして対応しました。これにより割引販売の恒常化や利益率の低下が発生するため、

2022年秋冬以降は割引販売の実施を控えて利益率の改善に努めております。 
 

（４）フィッシングギアの強化 

当社のオリジナルアウトドア衣料ブランド「フォックスファイヤー」のうち、釣りに

関連するアイテムを強化し、釣具店等の新たな販売チャネルをさらに拡大してまいりま

す。2023年11月期においては、フィッシングギアの売上高を３割増加する計画となって

います。 

 

これらに加え、フィッシング事業とアウトドア事業の相互の有機的連携をさらに強化し

て、ティムコとしての総合力を活かして全社的な収益性の強化に取り組んでまいります。 

 

② ＩＲ活動の強化 

当社では、ＩＲ活動に係る費用対効果を考慮し、総体的に企業価値を高められるよう運営

を進めてまいります。当社は、最終消費財を取扱う事業であることから、さらなるＰＲの強

化により商品及び事業の認知度の向上を図るのに併せて、現在のＩＲ活動を丁寧に継続し当

社の魅力を積極的に情報発信することに努めてまいります。 

ＩＲ活動に関しては、今後、アナリスト説明会、スモールミーティング、個人投資家説明

会等の開催のほか、ＩＲや企業紹介に関連した番組の取材や、社長出演等に積極的に取り組

んでまいります。取材等においても、当社の企業価値の向上につながる話題性を提供してま

いります。 

また、当社のＩＲサイトにおいては、リアルタイムに情報開示を行うほか、投資家、株主

からの質問等に回答するため、お問合せ窓口も開設しており、疑問や質問に対応しておりま



す。より投資家や株主とのコミュニケーションを高め、共感の得られるＩＲ活動に努めてま

いります。 
 

＜当社社ＩＲサイト＞ 

https://www.tiemco.co.jp/ir/ 

＜当社お問合せ窓口＞ 

https://www.tiemco.co.jp/project/inquiry/input_jp 

 

③ 流通株式数の増加 

流通株式時価総額を高めるには、株価と流通株式数いずれか、または両方の向上策が必要

となりますが、このうち上記①、②の取り組みは株価向上のための施策となっております。 

当社の流通株式時価総額は上記①、②の取り組みによる株価向上によって上場維持基準を

達成できるものと考えております。しかし、外部的要因等によって株価が押し下げられ、流

通株式時価総額の増加が見込めない状況が発生した場合、役員及び利害関係者等の保有株式

のほか、当社株式を保有の一般法人や長期運用の株主に対して株式の売却を要請することも

視野に入れております。 

但し、株式市場への大量放出は株価下落の原因ともなり得ますので、流通株式数の増加に

関しては、市場の動向を見ながら有効な方法を選択してまいります。 

 

当社では、以上の取り組みにより、流通株式時価総額の向上につなげるとともに、全てのステー

クホルダーの皆様にご満足いただける体制を整えてまいります。今後とも、より一層のご理解及び

ご支援のほど、よろしくお願い申し上げます。 

 

以 上  

https://www.tiemco.co.jp/ir/
https://www.tiemco.co.jp/project/inquiry/input_jp

